
O〇sA
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

、：(19) 世 界 知 的 所 有権 機 関

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開 曰

2014 年 11 月 13 日 il3.ll.2014) WO 2014/181569 A 1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： (81) 指定国 （表示のな い限 り、全 ての種 類の 国 内保
H01Q 1/50 (2006.01) H01Q 9/30 (2006.01) 護 が 可 肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,
(21) 国際出願番号： PCT/JP2014/055350

CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,

(22) 国際出願 曰： 2014 年 3 月 4 日（04.03.2014) FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,
IR, IS, JP, KE, KG, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR,

(25) 国際出願の言語： 日本語 LS, LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,
MY, MZ, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,(26) 国際公開の言語： 日本語
PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SA, SC, SD, SE, SG, SK,

(30) 優先権デー タ： SL, SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA,
特願 2013-100156 2013 年 5 月 10 曰（10.05.2013) JP UG, US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.

(71) 出願 人 ：株 式会 社 村 田製作 所 (MURATA MANU (84) 指定国 （表示のな い限 り、全 ての種 類の広域保
FACTURING CO., LTD.) [JP/JP]; 〒 6178555 ¾ 者 府 護 が 可 肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,
長岡京巿東神足 1 丁 目 1 0 番 1 号 Kyoto (JP). MZ, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ一 ラシ

ァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一 ロッパ
(72) 発明者：尾仲 健吾 (ONAKA, Kengo); 〒6178555 京

(AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,都府長岡京巿東神足 1 丁 目 1 0 番 1 号 株 式会
GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,社村 田製作所内 Kyoto (JP). NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI

(74) 代理 人：来 山 幹雄，外 (KITAYAMA, Mikio et al); (BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, KM, ML,
〒 1120002 東京都 文京 区小石川 2 — 1 — 2 山 MR, NE, SN, TD, TG).

京 ビル 3 階 欧 和 特 許 事 務 所 東 京 事 務 所 添付公開書類：
Tokyo (JP).

一 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

(54) Title: ANTENNA APPARATUS

(54) 発明の名称 ：アンテナ装置

(57) Abstract: According t o the present invention, a variable resonance cir
cuit i s inserted between a ground conductor and the feeding point o f a radi

Fig.6A ation element. When the variable resonance circuit i s not inserted, the input
impedance o f the radiation element i s below 50Ω and i s capacitative i n a first
low- frequency band, i s below 0Ω and i s inductive in a second low-fre
quency band, and has a value close t o 50Ω in a high-frequency band. When
the variable resonance circuit displays a first resonance characteristic, the
variable resonance circuit i s inductive in the first low-frequency band, and

Fig.6B impedance in the high-frequency band i s higher than impedance in the first
low-frequency band. When the variaole resonance circuit displays a second
resonance characteristic, the variable resonance circuit i s capacitative i n the
second low-frequency band, and impedance in the high-frequency band i s

Fig.6C higher than impedance in the second low-frequency band.

(57) 要約： 放射素子の給電点 と、グラン ド導体 との間に可変
共振 回路が挿入 され ている。可変共振 回路 が挿入 され ていな

Fig.6D い とき、放射素子の入 力イ ン ピー ダ ンスが 、第 1 の低周波数
帯 において 5 0 Ω よ り低 く、かつ容量性 で あ り、第 2 の低周
波数帯 において 5 0 Ω よ り低 く、かつ誘導性 で あ り、高周波
数帯 において、 5 0 Ω に近 い値 で ある。可変共振 回路が第 1

< の共振特性 を示す とき、可変共振 回路 は、第 1 の低周 波数帯
において誘導性 で あ り、高周波数帯 にお けるイ ン ピー ダンス
は、第 1 の低周 波数帯 にお けるイ ン ピー ダ ンス よ りも高 い。
可 変 共振 回路 が 第 2 の 共振 特 性 を示 す とき、可 変 共振 回路
は、第 2 の低周 波数帯 において容量性 で あ り、高周波数帯 に
お けるイ ン ピー ダ ンス は、第 2 の低 周 波 数 帯 に お けるイ ン
ピ一 ダンスよ りも高 い。



明 細 書

発明の名称 ：アンテナ装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、低周波数側の少なくとも 2 つの周波数帯と、それよりも周波数

の高い高周波数帯とで動作するアンテナ装置に関する。

背景技術

[0002] 特許文献 1 に、マルチバンド対応のアンテナ装置が開示されている。この

アンテナ装置は、 リアクタンス可変部とマッチング部とを有する。 リアクタ

ンス可変部は、放射素子に直列接続され、マッチング部は、給電回路とリア

クタンス可変部との間にシャン 卜接続されている。 リァクタンス可変部及び

マツチング部は、ともにインダクタとキャパシタとの並列共振回路で構成さ

れる。

[0003] リアクタンス可変部の共振周波数を変化させることにより、複数のバンド

に対応させることができる。マッチング部によってインピーダンスマツチン

グが行われる。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：国際公開第 2 0 1 0 / 1 1 3 3 5 3 号

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] リアクタンス可変部の共振周波数を変化させることによって、複数の動作

帯域 （バンド）から選択された 1 つのバンドで放射素子を動作させることが

可能である。この場合、選択された動作対象のバンド以外のバンドにおいて

は、放射素子のリターンロスが大きくなり、効率的な動作を行うことが困難

である。例えば、低周波数帯の複数のバンドから選択された 1 つのバンドと

、高周波数帯のバ ン ドとの両方で動作させたい場合、低周波数帯のバ ン ドを

切り替えるためにリァクタンス可変部の共振周波数を変化させると、その影



響が高周波数帯に及んでしまう。これにより、高周波数帯でのインピーダン

ス整合が崩れてしまう場合がある。

[0006] 本発明の目的は、低周波数帯のバンドを切り替えても、高周波数帯での動

作を継続することが可能なアンテナ装置を提供することである。

課題を解決するための手段
[0007] 本発明の一観点によると、

第 1の低周波数帯、前記第 1の低周波数帯より高い第 2 の低周波数帯、及

び前記第 2 の低周波数帯より高い高周波数帯で動作する放射素子と、

グラン ド導体と、

前記放射素子の給電点と、前記グランド導体との間に挿入され、少なくと

も2 つの第 1の共振特性と第 2 の共振特性とを切り替えることができる可変

共振回路と、

前記可変共振回路が前記給電点と前記グラン ド導体との間に挿入されてい

ない開放状態のとき、前記放射素子の入力インピーダンスが、前記第 1の低

周波数帯において5 Ο Ω より低く、かつ容量性であり、前記第 2 の低周波数

帯において5 Ο Ω より低く、かつ誘導性であり、前記高周波数帯において、

前記第 1の低周波数帯及び前記第 2 の低周波数帯における入カインピーダン

スよりも5 Ο Ω に近く、

前記可変共振回路が前記第 1の共振特性を示すとき、前記可変共振回路は

、前記第 1の低周波数帯において誘導性であり、前記高周波数帯における前

記可変共振回路のインピ一ダンスは、前記第 1の低周波数帯における前記可

変共振回路のィンピ一ダンスよりも高く、

前記可変共振回路が前記第 2 の共振特性を示すとき、前記可変共振回路は

、前記第 2 の低周波数帯において容量性であり、前記高周波数帯における前

記可変共振回路のィンピ一ダンスは、前記第 2 の低周波数帯における前記可

変共振回路のィンピ一ダンスよりも高いアンテナ装置が提供される。

[0008] 可変共振回路が第 1の共振特性を示すとき、第 1の低周波数帯でインピー

ダンスマッチングが改善する。可変共振回路が第 2 の共振特性を示すとき、



第 2 の低周波数帯でィン ピ一ダンスマ ッチ ングが改善 する。 いずれの状態 に

おいて も、高周波数帯 におけるイン ピーダンスマ ツチ ング状態 を維持 するこ

とがで きる。

[0009] 前記第 1 の低周波数帯 において、前記可変共振 回路 が前記第 1 の共振特性

を示 しているときの前記放射素子の入力ィン ピ一ダンスが、前記開放状態の

ときの前記放射素子の入力イン ピーダンスよ りも 5 Ο Ω に近 く、

前記第 2 の低周波数帯 において、前記可変共振 回路 が前記第 2 の共振特性

を示 しているときの前記放射素子の入力ィン ピ一ダンスが、前記開放状態の

ときの前記放射素子の入力イン ピーダンスよ りも 5 Ο Ω に近 い構成 とするこ

とが好 ま しい。

[001 0] これによ り、第 1 の低周波数帯 または第 2 の低周波数帯 において、十分な

イン ピ一ダンスマ ッチ ングをとることがで きる。

[001 1] 前記給電点 と前記 グラ ン ドとが前記開放状態の とき、前記高周波数帯 にお

ける前記放射素子の リター ンロスが、前記第 1 の低周波数帯及び前記第 2 の

低周波数帯 における前記放射素子の リター ンロスよ り小 さい構成 とすること

が好 ま しい。

[001 2] すなわち、高周波数帯 においては、可変共振 回路 を挿入 しない状態でイ ン

ピ一ダンスマ ツチ ングが とれていることが好 ま しい。

[001 3] —例 と して、前記第 1 の低周波数帯 は、 7 0 4 M H z か ら 7 8 7 M H z ま

での範囲であ り、前記第 2 の低周波数帯 は、 8 2 4 M H z か ら 9 6 0 M H z

までの範囲であ り、前記高周波数帯 は、 1 7 1 0 M H z か ら 2 6 9 0 M H z

までの範囲である。

[0014] 前記可変共振 回路 が、

前記第 1 の共振特性 を示す第 1 の共振 回路 と、

前記第 2 の共振特性 を示す第 2 の共振 回路 と、

前記放射素子の給電点 と前記 グラ ン ド導体 との間に、前記第 1 の共振 回路

が挿入 された状態 と、前記第 2 の共振 回路 が挿入 された状態 とを切 り替 える

スィ ッチ と



を含む構成 とすることが可能である。

前記第 1 の共振回路及び前記第 2 の共振回路の一方は L C 直列共振回路で

構成され、他方は、 L C 直列共振回路または L C 並列共振回路で構成される

[001 5] 前記可変共振回路が、相互に直列に接続されたインダクタと可変キャパシ

夕とを含み、前記可変キャパシタのキャパシタンスを変動させることにより

、前記第 1 の共振特性 と前記第 2 の共振特性 とが切 り換えられる構成 とする

ことも可能である。

[001 6 ] さらに、

前記放射素子の放射特性に影響を与える物体の接近を検出するセンサと、

前記センサの検出結果に基づいて、前記可変キャパシタのキャパシタンス

を変化させる制御回路 と

を有する構成 としてもよい。

[001 7 ] さらに、前記放射素子と前記給電点との間に挿入されたマッチング 卜ラン

スを有する構成 としてもよい。

発明の効果

[001 8 ] 可変共振回路が第 1 の共振特性を示すとき、第 1 の低周波数帯でインピー

ダンスマッチングが改善する。可変共振回路が第 2 の共振特性を示すとき、

第 2 の低周波数帯でィンピ一ダンスマッチングが改善する。いずれの状態に

おいても、高周波数帯におけるインピーダンスマツチング状態を維持するこ

とができる。

図面の簡単な説明

[001 9] [ 図 1] 図 1 A は、評価対象のアンテナ装置の等価回路図であり、図 1 B 及び図

1 C は、それぞれ図 1 A のアンテナ装置の リターンロスの周波数特性の測定

結果を示すグラフ、及びア ドミタンスチヤ一 卜である。

[ 図2] 図 2 A は、評価対象のアンテナ装置の等価回路図であり、図 2 B 及び図

2 C は、それぞれ図 2 A のアンテナ装置の リターンロスの周波数特性の測定

結果を示すグラフ、及びア ドミタンスチヤ一 卜である。



[ 図3 ] 図 3 A は、評価対象のアンテナ装置の等価回路図であ り、図 3 B 及び図

3 C は、それぞれ図 3 A のアンテナ装置の リターンロスの周波数特性の測定

結果 を示すグラフ、及び ア ドミタンスチヤ一 卜である。

[ 図4 ] 図 4 A は、評価対象のアンテナ装置の等価回路図であ り、図 4 B 及び図

4 C は、それぞれ図 4 A のアンテナ装置の リターンロスの周波数特性の測定

結果 を示すグラフ、及び ア ドミタンスチヤ一 卜である。

[ 図 5 ] 図 5 A は、評価対象のアンテナ装置の等価回路図であ り、図 5 B 及び図

5 C は、それぞれ図 5 A のアンテナ装置の リターンロスの周波数特性の測定

結果 を示すグラフ、及び ア ドミタンスチヤ一 卜である。

[ 図6 ] 図 6 A は、実施例 1 によるアンテナ装置の等価回路図であ り、図 6 B 及

び図 6 C は、それぞれ可変共振回路 に適用される L C 直列共振回路及び L C

並列共振回路の等価回路図であ り、図 6 D は、実施例 1 によるアンテナ装置

の入力インピーダンスを示すス ミスチヤ一 卜である。

[ 図7 ] 図 7 A 〜図 7 D は、可変共振回路の共振特性の例 を示すグラフである。

[ 図8 ] 図 8 は、実施例 1 によるアンテナ装置の斜視図である。

[ 図 9 ] 図 9 は、実施例 1 によるアンテナ装置の可変共振回路の平面図である。

[ 図 10 ] 図 1 0 は、実施例 2 によるアンテナ装置の等価回路図である。

[ 図 11] 図 1 1 A 及び図 1 1 B は、それぞれ可変共振回路が揷入されていない

状態の リターンロスの周波数特性のシミュ レーシ ョン結果 を示すグラフ、及

び ァ ドミタンスチヤ一 卜である。

[ 図 12 ] 図 1 2 は、第 1 の共振回路がシャン 卜接続 された状態の実施例 2 によ

るアンテナ装置の等価回路図である。

[ 図 13 ] 図 1 3 A 及び図 1 3 B は、それぞれ図 1 2 に示 した状態の リターン口

スの周波数特性のシミュ レーシ ョン結果 を示すグラフ、及び ァ ドミタンスチ

ャ一 卜である。

[ 図 14] 図 1 4 は、第 2 の共振回路がシャン 卜接続 された状態の実施例 2 によ

るアンテナ装置の等価回路図である。

[ 図 15 ] 図 1 5 A 及び図 1 5 B は、それぞれ図 1 4 に示 した状態の リターン口



スの周波数特性のシミュ レーシ ョン結果 を示すグラフ、及び ァ ドミタンスチ

ャ一 卜である。

[ 図 16] 図 1 6 A は、実施例 3 によるアンテナ装置の等価回路図であ り、図 1

6 B は、実施例 3 の変形例 によるアンテナ装置等価回路図である。

[ 図 17] 図 1 7 は、第 1 の共振回路がシャン 卜接続 された状態の実施例 3 によ

るアンテナ装置の等価回路図である。

[ 図 18] 図 1 8 A 及び図 1 8 B は、それぞれ図 1 7 に示 した状態の リターン口

スの周波数特性のシミュ レーシ ョン結果 を示すグラフ、及び ァ ドミタンスチ

ャ一 卜である。

[ 図 19] 図 1 9 は、実施例 4 によるアンテナ装置の等価回路図である。

[ 図20] 図 2 0 は、実施例 5 によるアンテナ装置の等価回路図である。

[ 図2 1 ] 図 2 1 A は、参考例 によるアンテナ装置の等価回路図であ り、図 2 1

B 及び図 2 1 C は、それぞれ図 2 1 A に示 したアンテナ装置の リターンロス

の周波数特性のシミュ レーシ ョン結果 を示すグラフ、及び ァ ドミタンスチヤ

- 卜である。

[ 図22] 図 2 2 A は、参考例 によるアンテナ装置の等価回路図であ り、図 2 2

B 及び図 2 2 C は、それぞれ図 2 2 A に示 したアンテナ装置の リターンロス

の周波数特性のシミュ レーシ ョン結果 を示すグラフ、及び ァ ドミタンスチヤ

- 卜である。

[ 図23] 図 2 3 A は、参考例 によるアンテナ装置の等価回路図であ り、図 2 3

B 及び図 2 3 C は、それぞれ図 2 3 A に示 したアンテナ装置の リターンロス

の周波数特性のシミュ レーシ ョン結果 を示すグラフ、及び ァ ドミタンスチヤ

- 卜である。

[ 図24] 図 2 4 A は、可変共振回路がシャン 卜接続 されていない状態の実施例

5 によるアンテナ装置の等価回路図であ り、図 2 4 B 及び図 2 4 C は、それ

ぞれ図 2 4 A に示 したアンテナ装置の リターン口スの周波数特性のシミュ レ

—シ ヨン結果 を示すグラフ、及び ァ ドミタンスチヤ一 卜である。

[ 図25] 図 2 5 A は、可変共振回路がィンダクタンスである状態の実施例 5 に



よるアンテナ装置の等価回路図であ り、図 2 5 B 及び図 2 5 C は、それぞれ

図 2 5 A に示 したアンテナ装置の リターンロスの周波数特性のシミュレ一シ

ョン結果を示すグラフ、及びァ ドミタンスチヤ一 卜である。

[ 図26] 図 2 6 A は、可変共振回路がィンダクタンスである状態の実施例 5 に

よるアンテナ装置の等価回路図であ り、図 2 6 B 及び図 2 6 C は、それぞれ

図 2 6 A に示 したアンテナ装置の リターンロスの周波数特性のシミュレ一シ

ョン結果を示すグラフ、及びァ ドミタンスチヤ一 卜である。

発明を実施するための形態

[0020] マルチバ ン ド対応アンテナ装置において、低周波数帯でのバ ン ドの切 り換

えが高周波数帯に与える影響 を評価するために、種 々のアンテナ装置を作製

し、 アンテナ特性 を測定 した。以下、実施例 について説明する前 に、 この評

価実験の結果について説明する。

[0021 ] 図 1 A に、評価対象のアンテナ装置の等価回路図を示す。給電回路 3 1 か

ら放射素子 3 0 に高周波電力が供給される。放射素子 3 0 と して、分岐モノ

ポールアンテナを採用 した。 この分岐モノポールアンテナは、高周波数帯に

おいて整合回路な しでマ ッチングがとれるように設計されている。

[0022] 図 1 B に、放射素子 3 0 の リタ一ンロスの周波数特性の測定結果を示す。

横軸は周波数 を単位 「M H z 」で表 し、縦軸は リターンロスを表す。縦軸の

ひ と目盛が 5 d B に相 当する。図 1 B に示 した丸付 きの数字は、動作周波数

帯域の下限周波数 と上限周波数 とを示す。点 1 及び点 2 が、それぞれ周波数

7 0 4 M H z 及び 7 8 4 M H z を示 し、バ ン ド1 7 とバ ン ド1 3 とを含む帯

域の下限周波数及び上限周波数 に相当する。点 3 及び点 4 が、それぞれ 8 2

4 M H z 及び 9 6 O M H z を示 し、バ ン ド5 とバ ン ド8 とを含む帯域の下限

周波数及び上限周波数 に相当する。点 5 及び点 6 が、それぞれ周波数 1 7 1

O M H z 及び 2 1 7 O M H z を示 し、バ ン ド1 とバ ン ド3 とを含む帯域の下

限周波数及び上限周波数 に相当する。

[0023] 本明細書 において、バ ン ド1 7 とバ ン ド1 3 とを含む 7 0 4 M H z か ら 7

8 4 M H z までの帯域 を 「第 1 の低周波数帯」 といい、バ ン ド5 とバ ン ド8



とを含む 8 2 4 M H z から9 6 0 M H z までの帯域を 「第 2 の低周波数帯」

といい、バン ド1 とバン ド3 とを含む 1 7 1 0 M H z から2 1 7 0 M H z ま

での帯域を 「高周波数帯」ということとする。高周波数帯でリターンロスが

小さく、マッチングがとれていることがわかる。

[0024] 図 1 C に、放射素子 3 0 の入力インピーダンスのア ドミタンスチヤ一 卜上

における軌跡を示す。定コンダクタンス円3 2 及び定サセブタンス円3 3 が

描かれている。ア ドミタンスチヤ一 卜の上半分の領域が誘導性のインピーダ

ンス、下半分が容量性のインピーダンスに対応する。なお、参考のために、

5 0 Ω の定抵抗円3 4 を示 している。定抵抗円3 4 の内部が、 5 0 Ω より大

きな入力インピーダンスに対応 し、定抵抗円3 4 の外部が、 5 0 Ω より小さ

な入カインピ一ダンスに対応する。

[0025] 第 1 の低周波数帯 3 5 における入力インピーダンスは、 5 0 Ω より小さく

、かつ容量性である。第 2 の低周波数帯 3 6 における入力インピーダンスは

、 5 0 Ω より小さく、かつ誘導性である。高周波数帯における入力インピー

ダンスの軌跡は、ア ドミタンスチヤ一 卜の中心近傍に位置する。すなわち、

高周波数帯においてィンピ一ダンスマッチングがとれている。

[0026] 図 2 A に示 したアンテナ装置においては、放射素子 3 0 の給電点 3 8 とグ

ラン ドとの間に、シャン 卜インダクタ4 0 が接続されている。一例として、

シャン 卜インダクタ4 0 のインダクタンスは 6 . 8 n H である。

[0027] 図 2 B に、図 2 A に示 した放射素子 3 0 の リターンロスの周波数特性の測

定結果を示 し、図 2 C に、図 2 A に示 した放射素子 3 0 の入力インピーダン

スのァ ドミタンスチヤ一 卜上における軌跡を示す。放射素子 3 0 の給電点 3

8 にシャン 卜インダクタ4 0 を接続すると、各周波数における入力インピー

ダンスを示す点が、矢印で示すように、定コンダクタンス円3 2 に沿ってサ

セプタンスが減少する方向移動する。このため、第 1 の低周波数帯 3 5 にお

ける入力インピーダンスが 5 0 Ω に近づく （ァ ドミタンスチヤ一 卜の中心に

近づく。）。これにより、図 2 B に示 したように、第 1 の低周波数帯 3 5 に

おけるリターンロスが低下する。



[0028] 高周波数帯 3 7 における リターンロスは、シャン トインダクタ 4 0 を接続

していない場合 に比べると大 きいが、十分小さな値 に保たれている。 このた

め、シャン 卜インダクタ 4 0 を接続 しても、高周波数帯 3 7 における動作が

可能である。 これは、高周波数帯 3 7 においてシャン 卜インダクタ 4 0 のィ

ンピ一ダンスが十分大 きくなるためである。

[0029] 図 3 A に示 したアンテナ装置においては、放射素子 3 0 の給電点 3 8 とグ

ラン ドとの間に、シャン 卜キャパシタ 4 1 が接続されている。一例 と して、

シャン 卜キャパシタ 4 1 のキャパシタンスは 2 p F である。

[0030] 図 3 B に、図 3 A に示 した放射素子 3 0 の リターンロスの周波数特性の測

定結果を示 し、図 3 C に、図 3 A に示 した放射素子 3 0 の入力インピーダン

スのァ ドミタンスチヤ一 卜上における軌跡 を示す。放射素子 3 0 の給電点 3

8 にシャン 卜キャパシタ 4 1 を接続すると、各周波数 における入力インピー

ダンスを示す点が、矢印で示すように、定コンダクタンス円 3 2 に沿 ってサ

セプタンスが増加する方向に移動する。 このため、第 2 の低周波数帯 3 6 に

おける入力インピーダンスが 5 Ο Ω に近づ く （ァ ドミタンスチヤ一 卜の中心

に近づ く。）。 これにより、図 3 B に示 したように、第 2 の低周波数帯 3 6

における リターンロスが低下する。

[0031 ] 高周波数帯 3 7 において、シャン 卜キャパシタ 4 1 のインピーダンスが 0

に近づ く。すなわち、給電点 3 8 が接地 された状態 とほぼ同等の状態になる

。 このため、高周波数帯 3 7 において、放射素子 3 0 の入力インピーダンス

が著 しく小さ くなる （ア ドミタンスチヤ一 卜において、入力インピーダンス

を示す点が外周線に近づ く。）。高周波数帯 3 7 におけるインピーダンスマ

ツチングが崩れて しまうため、図 3 B に示 したように リターンロスが大 きく

なって しまう。

[0032] 図 2 A 〜図 2 C に示 したアンテナ装置は、第 1 の低周波数帯 3 5 及び高周

波数帯 3 7 の両方で動作可能であった。 これに対 し、図 3 A 〜図 3 C に示 し

たアンテナ装置は、第 2 の低周波数帯 3 6 で動作可能であるが、高周波数帯

3 7 では動作困難である。



[0033] 図 4 A に示 したアンテナ装置においては、放射素子 3 0 の給電点 3 8 とグ

ラン ドとの間に、 L C 直列共振回路 4 2 がシャン 卜接続されている。一例と

して、 L C 直列共振回路 4 2 のインダクタンスは 1 8 n Hであり、キャパシ

タンスは3 . 2 p F である。この L C 直列共振回路 4 2 は、第 1 の低周波数

帯 3 5 の中心周波数である約 7 4 O M H z において、 6 . 8 n H のインダク

タンスと等価である。すなわち、 7 4 0 M H z において、図4 A のアンテナ

装置は、図 2 A のアンテナ装置と等価である。 L C 直列共振回路 4 2 の リア

クタンスは、 7 4 O M H z より高い周波数帯において、 7 4 0 M H z におけ

るリァクタンスより大きくなる。

[0034] 図 4 B に、図4 A に示 した放射素子 3 0 の リターンロスの周波数特性の測

定結果を示 し、図4 C に、図4 A に示 した放射素子 3 0 の入力インピーダン

スのァ ドミタンスチヤ一 卜上における軌跡を示す。放射素子 3 0 の給電点 3

8 にシャン 卜接続された L C 直列共振回路 4 2 が、第 1 の低周波数帯 3 5 よ

りも高い周波数において、誘導性のインピーダンスを示すため、各周波数に

おける入力インピーダンスを示す点が、矢印で示すように、定コンダクタン

ス円3 2 に沿ってサセプタンスが減少する方向に移動する。このため、第 1

の低周波数帯 3 5 における入カインピ一ダンスが 5 0 Ω に近づく （ア ドミタ

ンスチヤ一 卜の中心に近づく。）。これにより、図4 B に示 したように、第

1 の低周波数帯 3 5 におけるリターンロスが低下する。

[0035] 高周波数帯 3 7 において、 L C 直列共振回路 4 2 のインピーダンスが、図

2 A に示 したシャン 卜インダクタ4 0 のインピーダンスよりも大きい。この

ため、高周波数帯 3 7 におけるインピーダンスマッチングの崩れが、図 2 A

に示 したアンテナ装置に比べて軽微である。このため、高周波数帯 3 7 にお

いて、十分小さなリターンロスが維持されている。このように、シャン トイ

ンダクタ4 0 (図 2 A ) に代えて、 L C 直列共振回路 4 2 を挿入することに

より、高周波数帯 3 7 におけるアンテナ特性の劣化を軽減するこ とができる

[0036] 図 5 A に示 したアンテナ装置においては、放射素子 3 0 の給電点 3 8 とグ



ラン ドとの間に、 L C 直列共振回路 4 3 がシャン 卜接続されている。一例と

して、 L C 直列共振回路 4 3 のインダクタンスは 1 8 n Hであり、キャパシ

タンスは0 . 8 p F である。この L C 直列共振回路 4 3 は、第 2 の低周波数

帯 3 6 の中心周波数である約 8 8 O M H z において、 2 p F のキャパシタン

スを示す。すなわち、 8 8 0 M H z において、図 5 A のアンテナ装置は、図

3 A のアンテナ装置と等価である。また、 L C 直列共振回路 4 3 は、その共

振周波数 1 3 2 6 M H z より高い周波数域においては、 L C 直列共振回路 4

3 のインピーダンスは誘導性になる。

[0037] 図 5 B に、図 5 A に示 した放射素子 3 0 の リターンロスの周波数特性の測

定結果を示 し、図 5 C に、図 5 A に示 した放射素子 3 0 の入力インピーダン

スのァ ドミタンスチヤ一 卜上における軌跡を示す。放射素子 3 0 の給電点 3

8 にシャン 卜接続された L C 直列共振回路 4 3 が、第 2 の低周波数帯 3 6 に

おいて容量性のィンピ一ダンスを示すため、各周波数における入カインピ一

ダンスを示す点が、定コンダクタンス円3 2 に沿ってサセプタンスが増加す

る方向に移動する。このため、第 2 の低周波数帯 3 6 における入力インピー

ダンスが 5 0 Ω に近づく （ア ドミタンスチヤ一 卜の中心に近づく。）。これ

により、図 5 B に示 したように、第 2 の低周波数帯 3 6 におけるリターン口

スが低下する。

[0038] 高周波数帯 3 7 において、図 3 A のアンテナ装置のシャン 卜キャパシタ4

1 のインピーダンスは0 に近づくが、図 5 A のアンテナ装置の L C 直列共振

回路 4 3 は、共振周波数以上の周波数で誘導性のインピ一ダンスを示 し、周

波数が高くなるにしたがってィンピ一ダンスが高くなる。高周波数帯 3 7 に

おいて、 L C 直列共振回路 4 3 が十分大きなインピーダンスを示すため、高

周波数帯 3 7 におけるマッチング条件の崩れが軽微である。このため、図 5

A に示 したアンテナ装置は、高周波数帯 3 7 においても動作可能である。

[0039] 以下に説明する実施例では、アンテナ装置の動作周波数帯が、第 1 の低周

波数帯 3 5 と第 2 の低周波数帯 3 6 とで切 り替えられる。第 1 の低周波数帯

3 5 及び第 2 の低周波数帯 3 6 のどちらに切 り替えた場合でも、高周波数帯



での動作が可能である。

[0040] [ 実施例 1 ]

図 6 A に、実施例 1 によるアンテナ装置の等価回路図を示す。給電回路 3

1 が、放射素子 3 0 の給電点 3 8 に高周波電力を供給する。 このアンテナ装

置は、第 1 の低周波数帯 （例えば、 7 0 4 M H z 〜 7 8 4 M H z ) 、第 2 の

低周波数帯 （8 2 4 M H z 〜 9 6 0 M H z ) 、及び高周波数帯 （1 7 1 0 M

H z 〜 2 1 7 0 M H z ) で動作するように設計されている。給電点 3 8 とグ

ラン ドとの間に、可変共振回路 5 0 が揷入 （シャン 卜接続）されている。

[0041 ] 可変共振回路 5 0 は、共振特性 を、少な くとも 2 つの第 1 の共振特性 と第

の共振特性 との間で切 り替えることができる。例えば、可変共振回路 5 0

は、第 1 の共振特性 を示す第 1 の共振回路 5 1 、第 2 の共振特性 を示す第 2

の共振回路 5 2 、及びスィッチ 5 3 を含む。スィッチ 5 3 には、例えば単極

双投スィッチ （S P D T スィッチ）が用い られる。スィッチ 5 3 は、給電点

3 8 とグラン ドとの間に、第 1 の共振回路 5 1 が揷入された状態 と、第 2 の

共振回路 5 2 が挿入された状態 とを切 り替える。

[0042] 第 1 の共振回路 5 1 及び第 2 の共振回路 5 2 の一方は図 6 B に示 した L C

直列共振回路で構成 され、他方は、図 6 B に示 した L C 直列共振回路 または

図 6 C に示 した L C 並列共振回路で構成 されている。

[0043] 図 6 D に示 したスミスチヤ一 卜 （インピーダンスチヤ一 卜）を参照 して、

放射素子 3 0 の入力インピーダンスについて説明する。可変共振回路 5 0 が

給電点 3 8 とグラン ドとの間に挿入されていない開放状態のとき、放射素子

3 0 の入力インピーダンスが、第 1 の低周波数帯 3 5 において 5 0 Ω より低

く、かつ容量性である。すなわち、放射素子 3 0 の入力インピーダンスを示

す点は、 5 0 Ω の定抵抗円 5 6 よりも外側で、かつスミスチヤ一 卜の下半分

の領域 に位置する。例えば、放射素子 3 0 の、第 1 の低周波数帯 3 5 におけ

る入力インピーダンスを示す点は、図 6 D に示 した領域 5 7 の中に位置する

[0044] 可変共振回路 5 0 が給電点 3 8 とグラン ドとの間に挿入されていない開放



状態のとき、放射素子 3 0 の入力インピーダンスが、第 2 の低周波数帯 3 6

において 5 0 Ω より低 く、かつ容量性である。すなわち、放射素子 3 0 の入

力インピ一ダンスを示す点は、 5 0 Ω の定抵抗円 5 6 よりも外側で、かつス

ミスチヤ一 卜の上半分の領域に位置する。例えば、放射素子 3 0 の、第 2 の

低周波数帯 3 6 における入力インピーダンスを示す点は、図 6 D に示 した領

域 5 8 の中に位置する。

[0045] 高周波数帯 3 7 において、放射素子 3 0 の入力インピーダンスは、第 1 の

低周波数帯 3 5 及び第 2 の低周波数帯 3 6 における入力インピーダンスより

も5 0 Ω に近い。具体的には、放射素子 3 0 の、高周波数帯 3 7 における入

力インピーダンスを示す点は、図 6 D に示 した領域 5 7 、 5 8 よりもスミス

チヤ一 卜の中心 5 5 に近い領域に位置する。例えば、高周波数帯 3 7 におけ

る入力インピーダンスを示す点は、中心 5 5 を内包する領域 5 9 の中に位置

する。

[0046] 図 7 A 及び図 7 B に、第 1 の共振回路 5 1 (図 6 A ) の共振特性の一例を

示す。横軸は周波数を表 し、縦軸はリアクタンスを表 し、原点が共振周波数

に対応する。図 7 A に示 した共振特性は、 L C 直列共振回路 （図 6 B ) で実

現され、図 7 B に示 した共振特性は、 L C 並列共振回路 （図 6 C ) で実現さ

れる。第 1 の共振回路 5 1 は、第 1 の低周波数帯 3 5 において、誘導性のィ

ンピ一ダンスを示 し、高周波数帯 3 7 において、第 1 の低周波数帯 3 5 にお

けるインピーダンスより高いインピーダンスを示す。

[0047] 第 1 の低周波数帯 3 5 において誘導性を示す第 1 の共振回路 5 1 が、給電

点 3 8 にシャン 卜接続されると、放射素子 3 0 の入力インピーダンスが領域

5 7 (図 6 D ) から中心 5 5 に近づく。このため、第 1 の低周波数帯 3 5 に

おいてインピーダンスマッチングを改善することができる。高周波数帯 3 7

においては、第 1 の共振回路 5 1 が大きなインピーダンスを示すため、イン

ピ一ダンスマッチング状態が維持される。

[0048] 第 1 の共振回路 5 1 が L C 直列共振回路で構成される場合には、図 7 A に

示 したように、共振周波数が第 1 の低周波数帯 3 5 よりも低 くなる。この場



合、高周波数帯 3 7 におけるインピーダンスは、常に第 1 の低周波数帯 3 5

におけるインピーダンスより高 くなる。

[0049] 第 1 の共振回路 5 1 が L C 並列共振回路で構成 される場合 には、図 7 B に

示 したように、共振周波数が、第 1 の低周波数帯 3 5 よりも高 くなる。周波

数が共振周波数 より高い領域では、周波数が高 くなるに したがって、インピ

—ダンスが Ο Ω に漸近する。高周波数帯 3 7 におけるインピーダンスを、第

1 の低周波数帯 3 5 におけるインピーダンスより大 きくするために、共振周

波数が、高周波数帯 3 7 の近傍、 または高周波数帯 3 7 の内側 に位置するよ

うに、第 1 の共振回路 5 1 が設計される。

[0050] 図 7 C に、第 2 の共振回路 5 2 の共振特性の一例 を示す。横軸は周波数 を

表 し、縦軸は リアクタンスを表 し、原点が共振周波数 に対応する。図 7 C に

示 した共振特性は、 L C 直列共振回路 （図 6 B ) で実現 される。第 2 の共振

回路 5 2 は、第 2 の低周波数帯 3 6 において容量性のインピーダンスを示 し

、高周波数帯 3 7 において、第 2 の低周波数帯 3 6 におけるインピーダンス

より高いインピーダンスを示す。

[0051 ] 第 2 の低周波数帯 3 6 において容量性 を示す第 2 の共振回路 5 2 が、給電

点 3 8 にシャン 卜接続されると、放射素子 3 0 の入力インピーダンスが領域

5 8 (図 6 D ) か ら中心 5 5 に近づ く。 このため、第 2 の低周波数帯 3 6 に

おいてインピーダンスマ ッチングを改善することができる。高周波数帯 3 7

においては、第 2 の共振回路 5 2 が大 きなインピーダンスを示すため、イン

ピ一ダンスマ ッチング状態が維持 される。

[0052] 図 7 D に、 L C 並列共振回路の共振特性 を示す。 L C 並列共振回路が第 2

の低周波数帯 3 6 において容量性 を示すためには、共振周波数 を第 2 の低周

波数帯 3 6 よりも低 くしなければな らない。 このとき、第 2 の低周波数帯 3

6 よりも高い周波数帯において、 L C 並列共振回路のインピーダンスが、第

2 の低周波数帯 3 6 におけるインピーダンスよりΟ Ω に近づ く。 このため、

高周波数帯 3 7 において、第 2 の低周波数帯 3 6 におけるインピーダンスよ

り高いインピーダンスを示すという条件 を満たすことができない。従 って、



第 2 の共振回路 5 2 を、 L C 並列共振回路で構成することができない。

[0053] 上述のように、スィッチ 5 3 により第 1 の共振回路 5 1 が選択されたとき

、アンテナ装置は、第 1 の低周波数帯 3 5 及び高周波数帯 3 7 において、ィ

ンピ一ダンスマッチングがとれた状態になる。スィッチ 5 3 により第 2 の共

振回路 5 2 が選択されたとき、アンテナ装置は、第 2 の低周波数帯 3 6 及び

高周波数帯 3 7 において、インピーダンスマツチングがとれた状態になる。

[0054] 図 8 に、実施例 1 によるアンテナ装置の概略斜視図を示す。このアンテナ

装置は、例えば携帯無線端末に搭載される。長方形のグラン ド導体 6 0 の 1

つの縁の近傍に放射素子 3 0 が配置される。グラン ド導体 6 0 を形成するた

めの基板として、例えばガラスエポキシ等の誘電体基板が用いられる。誘電

体基板の両面に導電膜が形成されており、誘電体基板に形成された複数のス

ル一ホールを介 して、両面の導電膜が相互に接続されている。この導電膜が

グラン ド導体 6 0 を構成する。放射素子 3 0 を形成するための誘電体キヤリ

ァには、例えばA B S樹脂が用いられる。

[0055] 放射素子 3 0 は、高周波用放射素子 3 O A と低周波用放射素子 3 0 B とを

含む。図 8 に示された例では、放射素子 3 0 が分岐モノポールアンテナ構造

を有する。なお、分岐モノポールアンテナに代えて、低周波数帯と高周波数

帯との複数バン ドで動作する他のアンテナを用いてもよい。例えば、低周波

数帯で単共振が生 じ、高周波数帯で複共振が生 じる無給電素子付きアンテナ

を用いることも可能である。放射素子 3 0 の給電点 3 8 の近傍に、可変共振

回路 5 0 が配置されている。

[0056] 理想的には、低周波用放射素子 3 0 B を、グラン ド導体 6 0 から遠ざかる

方向に引き伸ばし、その長さを動作周波数の波長の 1 4 にすることが好ま

しい。ところが、携帯無線端末の小型化等の要請から、低周波用放射素子 3

0 B をグラン ド導体 6 0 から遠ざかる方向に引き延ばすことが困難である。

このため、低周波用放射素子 3 0 B は、グラン ド導体 6 0 の一つの縁に沿つ

て配置されることが多い。

[0057] 低周波用放射素子 3 0 B をグラン ド導体 6 0 の縁に沿わせると、低周波用



放射素子 3 0 B とグラ ン ド導体 6 0 との間の浮遊容量が大 きくなる。 このた

め、低周波数帯において入力インピーダンスが小さ くな り、整合回路無 しで

インピーダンスマ ッチングをとることが困難 になる。 これに対 し、高周波用

放射素子 3 0 A は、低周波用放射素子 3 0 B より短いため、整合回路無 しで

インピーダンスマ ッチングをとることが容易である。

[0058] 実施例 1 においては、可変共振回路 5 0 をシ ャ ン 卜接続することにより、

第 1 の低周波数帯 または第 2 の低周波数帯においてィンピ一ダンスマ ッチン

グがとられる。高周波数帯においては、整合回路無 しでインピーダンスマ ツ

チングがとられている。特 に、 グラン ド導体 6 0 か ら、低周波用放射素子 3

0 B の最遠端 までの距離が、動作周波数の波長に比べて短いほど、実施例 1

による構成 を採用することの顕著な効果が得 られる。

[0059] 図 9 に、可変共振回路 5 0 の平面図を示す。放射素子 3 0 の給電点 3 8 が

、スィッチ 5 3 (図 6 A ) により、第 1 の共振回路 5 1 及び第 2 の共振回路

5 2 の一方に接続される。第 1 の伝送線路 6 1 が、第 1 の共振回路 5 1 と接

地点 6 5 とを接続する。第 2 の伝送線路 6 2 が、第 2 の共振回路 5 2 と接地

点 6 5 とを接続する。接地点 6 5 は、誘電体基板 に形成 されたスル ーホール

を介 して、背面の導電膜 （グラン ド導体）に接続されている。

[0060] 第 1 の共振回路 5 1 が給電点 3 8 に接続されているとき、第 2 の共振回路

5 2 に接続されている第 2 の伝送線路 6 2 がオープンスタブと同等の構造を

有する。同様 に、第 2 の共振回路 5 2 が給電点 3 8 に接続されているとき、

第 1 の共振回路 5 1 に接続されている第 1 の伝送線路 6 1 がオープンスタブ

と同等の構造を有する。 ところが、 これ らのスタブ状のパターンは、接地点

6 5 か ら伸びているため、 アンテナ特性が、スタブ状パターンに起因する不

要共振等による影響 を受けに くい。

[0061 ] 可変共振回路 5 0 が、放射素子 3 0 の長さ方向の途中に比べて比較的電位

の低い給電点 3 8 の近傍 と、 グラン ドとの間に配置される。 このため、可変

共振回路 5 0 を構成するインダクタ、キャパシタ、スィッチ等に、過度 に高

い電圧が印加 されることを防止できる。



[0062] [ 実施例 2 ]

図 1 0 に、実施例 2 によるアンテナ装置の等価回路図を示す。実施例 2 に

おいては、実施例 1 による第 1 の共振回路 5 1 (図 6 A ) が、 6 . 7 n H の

インダクタと、 1 . 2 p F のキャパシタとの並列共振回路で構成され、第 2

の共振回路 5 2 (図 6 A ) が、 1 8 n Hのインダクタと0 . 8 p F のキャパ

シタとの直列共振回路で構成される。

[0063] 図 1 1 A に、給電点 3 8 とグラン ドとの間に、可変共振回路 5 0 が揷入さ

れていない開放状態のときにおける放射素子 3 0 の リターン口スの周波数特

性のシミュ レーシ ョン結果を示す。第 1 の低周波数帯 3 5 及び第 2 の低周波

数帯 3 6 においては、可変共振回路 5 0 (図 1 0 ) が揷入されていない状態

でインピ一ダンスマッチングがとれていないため、 リタ一ンロスが大きい。

高周波数帯 3 7 においては、可変共振回路 5 0 (図 1 0 ) が揷入されていな

い状態でもインピーダンスマツチングがとれているため、 リターンロスが十

分小さい。

[0064] 図 1 1 B に、開放状態のときの放射素子 3 0 の入力インピーダンスのア ド

ミタンスチヤ一 卜上における軌跡を示す。点 1 と点 2 が、それぞれ第 1 の低

周波数帯 3 5 の周波数の下限値及び上限値を示す。点 3 と点4 が、それぞれ

第 2 の低周波数帯 3 6 の周波数の下限値及び上限値を示す。点 5 と点 6 が、

それぞれ高周波数帯 3 7 の周波数の下限値及び上限値を示す。第 1 の低周波

数帯 3 5 において、放射素子 3 0 の入力インピーダンスは 5 0 Ω より大きく

、かつ容量性である。以下、放射素子 3 0 の入力インピーダンスを、単に 「

入力インピーダンス」という。第 2 の低周波数帯 3 6 における入力インピー

ダンスは 5 0 Ω より小さく、かつ誘導性である。高周波数帯 3 7 における入

力インピーダンスは、第 1 の低周波数帯 3 5 及び第 2 の低周波数帯 3 6 にお

ける入力インピーダンスよりも5 0 Ω (ア ドミタンスチヤ一 卜の中心）に近

い。

[0065] 給電点 3 8 (図 1 0 ) にシャン 卜インダクタンスを揷入すると、ア ドミタ

ンスチヤ一 卜上において、入力インピーダンスに対応する点が矢印 7 1 で示



すように、定コンダクタンス円3 2 に沿つてサセプタンスが減少する方向に

移動する。これにより、第 1 の低周波数帯 3 5 における入力インピーダンス

を5 Ο Ω に近づけることができる。

[0066] 給電点 3 8 (図 1 0 ) にシャン 卜キャパシタンスを揷入すると、ア ドミタ

ンスチヤ一 卜上において、入力インピーダンスに対応する点が矢印 7 2 で示

すように、定コンダクタンス円3 2 に沿つてサセプタンスが増加する方向に

移動する。これにより、第 2 の低周波数帯 3 6 における入力インピーダンス

を5 Ο Ω に近づけることができる。

[0067] 図 1 2 に示すように、スィッチ 5 3 によって第 1 の共振回路 5 1 が給電点

3 8 とグラン ドとの間に挿入された状態のときのリターンロスのシミュレ一

シヨン結果、及びァ ドミタンスチヤ一 卜上における入カインピ一ダンスの軌

跡を、それぞれ図 1 3 A 及び図 1 3 B に示す。第 1 の共振回路 5 1 は、第 1

の低周波数帯 3 5 において誘導性のィンピ一ダンスを示す。このため、図 1

3 B に示すように、第 1 の低周波数帯 3 5 における入力インピーダンスを示

す点が、矢印 7 1 の方向に移動する。すなわち、入力インピーダンスが 5 0

Ω に近づく。第 1 の低周波数帯 3 5 において放射素子 3 0 のインピーダンス

マツチングが改善するため、第 1 の低周波数帯 3 5 におけるリターンロスが

小さくなる。

[0068] 第 1 の共振回路 5 1 がシャン 卜接続されても、第 1 の共振回路 5 1 のイン

ピ一ダンスが高周波数帯 3 7 において十分高いため、高周波数帯におけるィ

ンピ一ダンスマッチングがとれた状態が維持される。

[0069] 図 1 4 に示すように、スィッチ 5 3 によって第 2 の共振回路 5 2 が給電点

3 8 とグラン ドとの間に挿入された状態のときのリターンロスのシミュレ一

シヨン結果、及びァ ドミタンスチヤ一 卜上における入カインピ一ダンスの軌

跡を、それぞれ図 1 5 A 及び図 1 5 B に示す。第 2 の共振回路 5 2 は、第 2

の低周波数帯 3 6 において容量性のインピーダンスを示す。このため、図 1

5 B に示すように、第 2 の低周波数帯 3 6 における入力インピーダンスを示

す点が、矢印 7 2 の方向に移動する。すなわち、入力インピーダンスが 5 0



Ω に近づく。第 2 の低周波数帯 3 6 において放射素子 3 0 のインピーダンス

マツチングが改善するため、第 2 の低周波数帯 3 6 におけるリターンロスが

小さくなる。

[0070] 第 2 の共振回路 5 2 がシャン 卜接続されても、第 2 の共振回路 5 2 のイン

ピ一ダンスが高周波数帯 3 7 において十分高いため、高周波数帯におけるィ

ンピ一ダンスマッチングがとれた状態が維持される。

[0071 ] [ 実施例 3 ]

図 1 6 Α に、実施例 3 によるアンテナ装置の等価回路図を示す。実施例 3

においては、実施例 1 による第 1 の共振回路 5 1 (図 6 A ) が、 1 8 n Hの

インダクタと、 3 . 8 p F のキャパシタとの直列共振回路で構成される。第

2 の共振回路 5 2 (図 6 A ) は、実施例 2 の第 2 の共振回路 5 2 (図 1 0 )

と同様に、 1 8 n Hのインダクタと0 . 8 p F のキャパシタとの直列共振回

路で構成される。実施例 2 では、第 1 の共振回路 5 1及び第 2 の共振回路 5

の一方が L C 直列共振回路で構成され、他方が L C 並列共振回路で構成さ

れていたが、実施例 3 では、両者が L C 直列共振回路で構成されている。

[0072] 図 1 6 B に示すように、 1 8 n Hのインダクタを第 1 の共振回路 5 1 と第

2 の共振回路 5 2 とで共用 し、 0 . 8 p F のキャパシタと3 . 8 p F のキヤ

パシタとを切 り替える構成としてもよい。

[0073] 図 1 7 に示すように、スィッチ 5 3 によって第 1 の共振回路 5 1 が給電点

3 8 にシャン 卜接続されたときのリターンロスのシミュレーション結果、及

びァ ドミタンスチヤ一 卜上における入カインピ一ダンスの軌跡を、それぞれ

図 1 8 A 及び図 1 8 B に示す。第 1 の共振回路 5 1 は、第 1 の低周波数帯 3

5 において誘導性のィンピ一ダンスを示す。

[0074] 図 1 8 B に示すように、第 1 の低周波数帯 3 5 における入力インピーダン

スを示す点が、ア ドミタンスチヤ一 卜の中心、すなわち 5 0 Ω に近づく。第

1 の低周波数帯 3 5 においてィンピ一ダンスマッチングが改善するため、図

1 8 A に示 したように、第 1 の低周波数帯 3 5 においてリターンロスが低下

している。また、高周波数帯 3 7 においては、第 1 の共振回路 5 1 が大きな



インピーダンスを示すため、インピーダンスマツチング条件にほとんど影響

を与えない。このため、高周波数帯 3 7 においてインピーダンスマッチング

がとれた状態が維持される。

[0075] スィッチ 5 3 によって第 2 の共振回路 5 2 (図 1 7 ) が給電点 3 8 にシャ

ン 卜接続された状態は、実施例の図 1 4 に示 した状態と同一である。このた

め、図 1 5 A 及び図 1 5 B に示 したように、第 2 の低周波数帯 3 6 において

、インピーダンスマッチングが改善され、 リターンロスが低下する。

[0076] [ 実施例 4 ]

図 1 9 に、実施例 4 によるアンテナ装置の等価回路図を示す。実施例 4 に

おいては、可変共振回路 5 0 が、固定インダクタと可変キャパシタとの直列

共振回路で構成される。可変キャパシタのキャパシタンスを変動させること

により、可変共振回路の共振特性を、第 1 の共振特性と第 2 の共振特性との

間で切 り換えることができる。

[0077] 固定インダクタのインダクタンスは、例えば 1 8 n Hである。可変キャパ

シタのキャパシタンスを3 . 8 p F に調整すると、実施例 3 の第 1 の共振回

路 5 1 (図 1 7 ) が給電点 3 8 にシャン 卜接続された状態と同一の状態が実

現される。可変キャパシタのキャパシタンスを0 . 8 p F に調整すると、実

施例 3 の第 2 の共振回路 5 2 (図 1 7 ) が給電点 3 8 にシャン 卜接続された

状態と同一の状態が実現される。

[0078] 実施例 4 によるアンテナ装置は、さらにセンサ 7 5 及び制御回路 7 6 を含

む。センサ 7 5 は、放射素子 3 0 の放射特性に影響を与える物体、例えば人

体、導電体等の接近を検出する。センサ 7 5 による検出結果が制御回路 7 6

に与えられる。制御回路 7 6 は、センサ 7 5 の検出結果に基づいて、可変キ

ャパシ夕のキャパシタンスを変化させる。これにより、人体や導電体の接近

によるインピ一ダンスマツチング状態の崩れを補償 し、マツチング状態を維

持することが可能になる。

[0079] [ 実施例 5 ]

図 2 0 に、実施例 5 によるアンテナ装置の等価回路図を示す。実施例 5 に



よるアンテナ装置は、給電点 3 8 と放射素子 3 0 との間にマ ッチング 卜ラン

ス 7 7 が揷入されている。その他の構成は、図 6 A に示 した実施例 1 による

アンテナ装置の構成 と同一である。実施例 5 によるアンテナ装置の動作及び

効果を説明する前 に、図 2 1 A 〜図 2 3 C を参照 して、参考例 によるアンテ

ナ装置について説明する。

[0080] 図 2 1 A に、整合回路が挿入されていない状態のアンテナ装置の等価回路

図を示す。給電回路 3 1 か ら放射素子 3 0 に高周波電力が供給される。図 2

1 B 及び図 2 1 C に、それぞれ図 2 1 A に示 した放射素子 3 0 の リターン口

スの周波数特性のシミュレーシ ョン結果、及びァ ドミタンスチヤ一 卜上にお

ける入カインピ一ダンスの軌跡 を示す。整合回路が揷入されていないため、

第 1 の低周波数帯 3 5 及び第 2 の低周波数帯 3 6 においてインピーダンス整

合がとれていない。すなわち、図 2 1 B に示 したように、 リターンロスが大

きく、図 2 1 C に示 したように、入力インピーダンスを示す点がア ドミタン

スチヤ一 卜の中心か ら遠い領域 に位置する。図 2 1 B 及び図 2 1 C では表 さ

れていないが、高周波数帯 3 7 (例 えば図 1 1 A ) においては、インピーダ

ンスマ ッチングがとれている。

[0081 ] 図 2 2 A に示すように、 5 . 1 n H のシャン 卜インダクタを揷入 したとき

の リターンロスのシミュレーシ ョン結果、及びァ ドミタンスチヤ一 卜におけ

る入力インピーダンスの軌跡 を、それぞれ図 2 2 B 及び図 2 2 C に示す。 5

. 1 n H のシャン 卜インダクタを揷入することにより、第 1 の低周波数帯 3

5 においてインピーダンスマ ッチングが改善 される。 ところが、第 1 の低周

波数帯 3 5 の周波数の上限値である 7 8 7 M H z の近傍 における リターン口

スが、下限値である 7 0 4 M H z の近傍 における リターンロスに比べて大 き

いことがわかる。すなわち、第 1 の低周波数帯 3 5 の全域 において、十分低

い リターンロスが得 られているとはいえない。

[0082] 図 2 2 C に示すように、 シ ャ ン 卜インダクタを挿入すると、周波数の上限

値 に対応する点 2 が、定コンダクタンス円 3 に沿 ってサセプタンスが減少

する方向に移動する。図 2 2 C に示 した条件では、点 2 を定コンダクタンス



円3 2 に沿つてサセプタンスが減少する方向に移動させたとしても、ア ドミ

タンスチヤ一 卜の中心 5 5 に十分近づけることができない。すなわち、第 1

の低周波数帯 3 5 の周波数の上限値近傍において、シャン 卜インダクタのみ

では、インピーダンスマッチングを改善することが困難である。

[0083] 図 2 3 A に示すように、 6 p F のシャン 卜キャパシタを揷入 したときのリ

ターンロスのシミュレーション結果、及びァ ドミタンスチヤ一 卜における入

力インピーダンスの軌跡を、それぞれ図 2 3 B及び図 2 3 C に示す。 6 p F

のシャン 卜キャパシタを揷入することにより、第 2 の低周波数帯 3 6 におい

てインピーダンスマッチングが改善される。ところが、第 2 の低周波数帯 3

6 の周波数の下限値である8 2 4 M H z の近傍におけるリターンロスが、上

限値である9 6 O M H z の近傍におけるリターンロスに比べて大きい。すな

わち、第 2 の低周波数帯 3 6 の全域において、十分低いリターンロスが得 ら

れているとはいえない。

[0084] 図 2 3 C に示すように、シャン 卜キャパシタを揷入すると、周波数の下限

値に対応する点 3 が、定コンダクタンス円3 に沿ってサセプタンスが増加

する方向に移動する。図 2 3 C に示 した条件では、点 3 を定コンダクタンス

円3 2 に沿ってサセプタンスが増加する方向に移動させたとしても、ア ドミ

タンスチヤ一 卜の中心 5 5 に十分近づけることができない。すなわち、第 2

の低周波数帯 3 6 の周波数の下限値近傍において、シャン 卜インダクタのみ

では、インピーダンスマッチングを改善することが困難である。

[0085] 以下に説明する実施例 5 によるアンテナ装置においては、シャン 卜インダ

クタやシャン 卜キャパシタのみではインピーダンスマッチングの改善が困難

であった第 1 の低周波数帯 3 5 の周波数の上限値近傍、及び第 2 の低周波数

帯 3 6 の周波数の下限値近傍においても、インピーダンスマッチングの十分

な改善が可能である。図 2 4 A 〜図 2 6 C を参照 して、実施例 5 によるアン

テナ装置の動作及び効果について説明する。

[0086] 図 2 4 A に示すように、給電点 3 8 とグラン ドとの間に可変共振回路 5 0

が揷入されていないときのリターンロスのシミュレーション結果、及びァ ド



ミタンスチヤ一 卜における入カインピ一ダンスの軌跡 を、それぞれ図 2 4 B

及び図 2 4 C に示す。図 2 4 C に示 した破線は、給電点 3 8 とグラン ドとの

間に可変共振回路 5 0 が挿入されていない状態のときの、給電点 3 8 か ら放

射素子 3 0 側 を見た入力インピーダンスの軌跡 を示 している。マ ッチング 卜

ランス 7 7 の 2 つのインダクタンスのうち、放射素子 3 0 に接続されたイン

ダクタンスが 6 0 n H であ り、給電点 3 8 に接続されたィンダクタンスが 1

2 0 n H である。すなわち、 トランス比が 1 ：2 である。可変共振回路 5 0

が挿入されていないため、第 1 の低周波数帯 3 5 及び第 2 の低周波数帯 3 6

においてインピ一ダンスマ ツチングがとれていない。

[0087] 図 2 4 C に示すように、マ ッチング トランスを揷入することによって、給

電点 3 8 か ら放射素子 3 0 を見た入力インピーダンスの軌跡が、 ァ ドミタン

スチヤ一 卜上で右方に移動する。

[0088] 図 2 5 A に示すように、可変共振回路 5 0 の位置に 1 1 n H のインダクタ

(シャン 卜インダクタ）を接続 したときの リターンロスのシミュレーシ ョン

結果、及びァ ドミタンスチヤ一 卜上における入力インピーダンスの軌跡 を、

それぞれ図 2 5 B 及び図 2 5 C に示す。第 1 の低周波数帯 3 5 においてィン

ピ一ダンスマ ツチングが改善 されている。

[0089] 第 1 の低周波数帯 3 5 の周波数の上限値 に相当する点 2 が、マ ッチング 卜

ランスを接続することによってァ ドミタンスチヤ一 卜上において右方に移動

し、 さらに、シャン 卜インダクタを接続することによって、定コンダクタン

ス円 3 2 に沿 ってサセプタンスが減少する方向に移動する。 このため、第 1

の低周波数帯 3 5 の周波数の上限値の近傍 における入カインピ一ダンスを 5

0 Ω に十分近づけることが可能になる。

[0090] マ ッチング トランスを接続 していないアンテナ装置の リターンロス （図 2

2 B ) と、マ ッチング トランスを接続 しているアンテナ装置の リターンロス

(図 2 5 B ) とを比較すると、第 1 の低周波数帯 3 5 の全域 において、バラ

ンスよ く、低い リターンロスが得 られていることがわかる。

[0091 ] 図 2 6 A に示すように、可変共振回路 5 0 の位置に 3 . 5 p F のキャパシ



タ （シャン 卜キャパシタ）を接続 したときのリターンロスのシミュレ一ショ

ン結果、及びァ ドミタンスチヤ一 卜上における入力インピーダンスの軌跡を

、それぞれ図 2 6 B及び図 2 6 C に示す。第 2 の低周波数帯 3 6 においてィ

ンピ一ダンスマッチングが改善されている。

[0092] 第 2 の低周波数帯 3 6 の周波数の下限値に相当する点 3 が、マッチング 卜

ランスを接続することによってァ ドミタンスチヤ一 卜上において右方に移動

し、さらに、シャン 卜キャパシタを接続することによって、定コンダクタン

ス円3 2 に沿ってサセプタンスが増加する方向に移動する。このため、第 2

の低周波数帯 3 6 の周波数の下限値の近傍における入カインピ一ダンスを5

0 Ω に十分近づけることが可能になる。

[0093] マッチング トランスを接続 していないアンテナ装置のリターンロス （図 2

3 B ) と、マッチング トランスを接続 しているアンテナ装置のリターンロス

(図 2 6 B ) とを比較すると、第 2 の低周波数帯 3 6 の全域において、バラ

ンスよく、低いリターンロスが得 られていることがわかる。

[0094] 以上実施例に沿って本発明を説明 したが、本発明はこれらに制限されるも

のではない。例えば、種々の変更、改良、組み合わせ等が可能なことは当業

者に自明であろう。

符号の説明

[0095] 3 0 放射素子

3 O A 高周波用放射素子

3 0 B 低周波用放射素子

3 1 給電回路

3 2 定コンダクタンス円

3 3 定サセブタンス円

3 4 定抵抗円

3 5 第 1 の低周波数帯

3 6 第 2 の低周波数帯

3 7 高周波数帯



シャン トインダクタンス

シャン 卜キャパシタンス

4 3 L C 直列共振回路

可変共振回路

第 1 の共振回路

第 2 の共振回路

スィ ツチ

ス ミスチヤ一 卜の中心

5 Ο Ω の定抵抗円

第 1 の低周波数帯 における入力インピーダンス領域

第 2 の低周波数帯 における入力インピーダンス領域

高周波数帯 における入カインピ一ダンス領域

グラン ド導体

6 伝送線路

接地点

7 矢印

センサ

制御回路

マ ッチング トランス



請求の範囲

[ 請求項 1] 第 1 の低周波数帯、前記第 1 の低周波数帯 よ り高い第 2 の低周波数

帯、及び前記第 2 の低周波数帯 よ り高い高周波数帯で動作する放射素

子 と、

グラ ン ド導体 と、

前記放射素子の給電点 と、前記 グラン ド導体 との間に挿入され、少

な くとも 2 つの第 1 の共振特性 と第 2 の共振特性 とを切 り替 えること

がで きる可変共振回路 と、

前記可変共振回路が前記給電点 と前記 グラ ン ド導体 との間に挿入さ

れていない開放状態の とき、前記放射素子の入力インピーダンスが、

前記第 1 の低周波数帯 において 5 Ο Ω よ り低 く、かつ容量性であ り、

前記第 2 の低周波数帯 において 5 0 Ω よ り低 く、かつ誘導性であ り、

前記高周波数帯 において、前記第 1 の低周波数帯及び前記第 2 の低周

波数帯 における入カインピ一ダンスよ りも 5 0 Ω に近 く、

前記可変共振回路が前記第 1 の共振特性 を示す とき、前記可変共振

回路 は、前記第 1 の低周波数帯 において誘導性であ り、前記高周波数

帯 における前記可変共振回路のインピーダンスは、前記第 1 の低周波

数帯 における前記可変共振回路のインピ一ダンスよ りも高 く、

前記可変共振回路が前記第 2 の共振特性 を示す とき、前記可変共振

回路 は、前記第 2 の低周波数帯 において容量性であ り、前記高周波数

帯 における前記可変共振回路のィンピ一ダンスは、前記第 2 の低周波

数帯 における前記可変共振回路のインピーダンスよ りも高いアンテナ

装置。

[ 請求項2] 前記第 1 の低周波数帯 において、前記可変共振回路が前記第 1 の共

振特性 を示 しているときの前記放射素子の入カインピ一ダンスが、前

記開放状態の ときの前記放射素子の入カインピ一ダンスよ りも 5 0 Ω

に近 く、

前記第 2 の低周波数帯 において、前記可変共振回路が前記第 2 の共



振特性 を示 しているときの前記放射素子の入カインピ一ダンスが、前

記開放状態の ときの前記放射素子の入カイン ピ一ダンスよ りも 5 0 Ω

に近い請求項 1 に記載のアンテナ装置。

前記給電点 と前記 グラ ン ド導体 とが前記開放状態の とき、前記高周

波数帯 における前記放射素子の リターンロスが、前記第 1 の低周波数

帯及び前記第 2 の低周波数帯 における前記放射素子の リター ン ロスよ

り小 さい請求項 1 または 2 に記載のァ ンテナ装置。

前記第 1 の低周波数帯は、 7 0 4 M H z か ら 7 8 7 M H z までの範

囲であ り、前記第 2 の低周波数帯は、 8 2 4 M H z か ら 9 6 0 M H z

までの範囲であ り、前記高周波数帯は、 1 7 1 0 M H z か ら 2 6 9 0

M H z までの範囲である請求項 1 乃至 3 のいずれか 1 項 に記載のアン

テナ装置。

前記可変共振回路 は、

前記第 1 の共振特性 を示す第 1 の共振回路 と、

前記第 2 の共振特性 を示す第 2 の共振回路 と、

前記放射素子の前記給電点 と前記 グラ ン ド導体 との間に、前記第 1

の共振回路が挿入された状態 と、前記第 2 の共振回路が挿入された状

態 とを切 り替 えるスィ ツチ と

を含み、

前記第 1 の共振回路及び前記第 2 の共振回路の一方は L C 直列共振

回路で構成 され、他方は、 L C 直列共振回路 または L C 並列共振回路

で構成 されている請求項 1 乃至 4 のいずれか 1 項 に記載のアンテナ装

[ 請求項6] 前記可変共振回路 は、相互 に直列に接続 されたイ ンダクタと可変キ

ャパシ夕とを含み、前記可変キャパシタのキャパシタンスを変動 させ

ることによ り、前記第 1 の共振特性 と前記第 2 の共振特性 とが切 り換

え られる請求項 1 乃至 4 のいずれか 1 項 に記載のアンテナ装置。

[ 請求項 7 ] さ らに、



前記放射素子の放射特性 に影響 を与える物体の接近 を検 出するセ ン

ザ と、

前記センサの検 出結果 に基づいて、前記可変キャパシタのキャパシ

タンスを変化 させ る制御回路 と

を有する請求項 6 に記載のアンテナ装置。

[ 請求項 8 ] さ らに、前記放射素子 と前記給電点 との間に挿入されたマ ッチング

トランスを有する請求項 1 乃至 7 のいずれか 1 項 に記載のアンテナ装

置。
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